
１．社会資本の整備
（１）陸上輸送体系の整備
（高規格道路の整備）
　首都圏においては、大都市周辺における渋滞ボトルネック箇所への集中的対策等に資する首
都圏３環状道路の整備の推進とともに、高規格道路が未整備で地域サービスへのアクセスもま
まならない地域や災害に脆弱な地域等において、早期整備に向けた取組が進められている。ま
た、令和３（2021）年７月には、安定した物流を確保するため、高規格道路を含む道路交通ネッ
トワークの中長期的な整備・管理や道路交通マネジメントの基本となる「新広域道路交通計画」
が関東ブロック1）で策定され、空港・港湾等へのアクセス強化などが基本戦略として示されて
いる。
　首都圏中央連絡自動車道（圏央道）は、約９割が開通済であり、未開通区間の大栄JCT～松
尾横芝IC間、高速横浜環状南線（釜利谷JCT～戸塚IC間）、横浜湘南道路（栄IC・JCT～藤沢
IC間）において整備が推進されている（図表３-１）。また、久喜白岡JCT～大栄JCT間の４車線
化については、令和４（2022）年度末に久喜白岡JCT～幸手IC間、境古河IC～坂東IC間が開通し、
令和７（2025）年３月には幸手IC～五霞IC間が開通し、残る区間においても整備が推進されて
いる。
　東京外かく環状道路（外環）は、平成30（2018）年６月に三郷南IC～高谷JCT間が開通し、大
泉JCT～高谷JCT間の約50kmが開通済であり、関越～東名までの区間も事業が進められている。
　また、東関東自動車道水戸線（潮来～鉾田）においては、開通に向けて整備が推進されている。
　さらに、首都高速道路都心環状線では日本橋区間の地下化に向けて、呉服橋・江戸橋出入口
が廃止されるなど、工事が進められており、新大宮上尾道路（与野～上尾南）についても、開
通に向けて整備が推進されている。

第 節3 面的な対流を創出する
社会システムの質の向上

1）茨城県、栃木県、群馬県、埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、山梨県及び長野県の１都８県の区域
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図表3-1 高規格道路の整備状況（令和６年度末時点）
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資料：国土交通省

（ ）令和６年度末時点のネットワーク図
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（ITS（高度道路交通システム）の活用による交通の円滑化）
　道路交通の円滑化などに当たり、ETC（自動料金支払システム）、VICS（道路交通情報通信
システム）等のITSの開発・実用化・普及が推進されている。ETC2.0の導入により、多種多様
なビッグデータが活用可能となり、ピンポイント渋滞対策や交通事故対策、生産性の高い賢い
物流管理など、道路ネットワークの機能を最大限に発揮する取組に活用されている。
　ETC搭載車に通行を限定することで、料金徴収施設が不要でコンパクトな整備が可能とな
る「スマートIC」の整備も進められ、令和６（2024）年12月時点で首都圏の35か所で整備され
ている。令和６（2024）年度には、例えば、茨城県つくば市のつくば西スマートICが整備され、
アクセス向上に伴い、商業施設誘致等による地域活性化、筑波山周辺地域の観光振興への寄与
が期待されている（図表３-２）。同年９月には茨城県守谷市の守谷SAスマートIC、茨城県土浦
市の土浦スマートICが新たに事業認可された。

　また、料金所における業務の効率化や渋滞の解消等を図るため、既存のICのETC専用化を
計画的に推進することとしている。首都圏では令和６（2024）年度末までに、59か所の料金所で
導入を開始しているところであり、引き続き、順次拡大することとしている。

（地域公共交通の取組）
　地方創生の基盤といえる地域交通は、買い物・医療・教育など日常生活に不可欠なサービス
へのアクセスという重要な役割を担っているものの、人口減少や高齢化等による長期的な需要
の減少や運転者不足等に伴い、大変厳しい事業環境となっている。
　こうした状況に対して、令和５（2023）年に地域公共交通の活性化及び再生に関する法律（平
成19年法律第59号）を改正し、地域の関係者の連携と協働の促進を国の努力義務として位置付
けるとともに、ローカル鉄道の再構築に関する仕組みを創設するなど制度面での拡充を行った。

図表3-2 つくば西スマートIC

資料：つくば市、東日本高速道路株式会社提供
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さらに、地域の多様な関係者との連携・協働による取組の導入に対する支援や交通事業者によ
るDX・GXによる経営改善支援、社会資本整備総合交付金による鉄道施設やバス施設の整備へ
の支援など、予算面の拡充も行い、利便性・生産性・持続可能性の高い地域交通へのリ・デザ
インを推進している。
　令和６（2024）年４月、道路運送法（昭和26年法律第183号）第78条第３号に基づく「自家用
車活用事業」（日本版ライドシェア）が東京都・神奈川県で運行を開始した。日本版ライドシェ
アは地域交通の「担い手」「移動の足」不足解消のため、タクシー事業者の管理の下で、安全・
安心を前提として、地域の自家用車や普通免許を持つ一般ドライバーを活用し、有償で人を運
ぶ運送サービスである。
　大都市部以外でも、深刻なタクシー不足が
発生している群馬県桐生市では、令和６（2024）
年11月から日本版ライドシェアが開始され、
タクシーが不足する夕方から夜間にかけての
時間帯、アプリを活用した配車が可能となっ
た（図表３-３）。
　令和６（2024）年７月には、タクシー、乗合
タクシー、公共ライドシェア、日本版ライド
シェア等を地域住民や来訪者が利用できない
「交通空白」の解消に向け、国土交通省「交
通空白」解消本部（本部長：国土交通大臣）
を立ち上げた。この本部のもと、地方運輸局・運輸支局等による課題を抱える自治体の首長へ
の直接訪問、現場担当者への伴走支援、関係業界との橋渡しなどに精力的に取り組んでいるほ
か、令和６年度補正予算においては、自治体等が、「交通空白」解消に向けて公共ライドシェ
アや日本版ライドシェア等を導入する場合に、制度設計段階からサービス開始まで、総合的に
支援する制度を新たに創設した。さらに、同年11月には、「『交通空白』解消・官民連携プラッ
トフォーム」を設置し、官民関係者の幅広い連携をもとに、全国各地の課題解決に取り組む体
制を整えた。

（自動運転の社会実装に向けた取組）
　茨城県日立市では、令和３（2021）年より、経済産業省及び国土交通省が進める「自動運転レ
ベル４等先進モビリティサービス研究開発・社会実装プロジェクト」の一環として、ひたち
BRTバス専用道を利用した、レベル４自動運転バスの社会実装に向けた取組が行われている。
令和７（2025）年１月までに、求められる許認可を取得し、２月より国内初となる中型バスでの
レベル４自動運転による運行が開始された。

（鉄道の利便性向上や混雑緩和）
　東京メトロ有楽町線（豊洲～住吉）及び南北線（品川～白金高輪）の延伸について、国土交通
省は令和６（2024）年に両線の工事施行の認可を行い、東京メトロにおいては同年11月より延伸工事
に着手した（図表３-４）。東西線の混雑緩和及び都心部とリニア中央新幹線の始発駅となる品川駅や
羽田空港へのアクセス向上等を目的としており、2030年代半ばの開業を目指し今後工事が進められる。

図表3-3 日本版ライドシェア（群馬県桐生市）

資料：桐生市提供
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　さらに、令和６（2024）年11月、国土交通省
はひたちなか海浜鉄道湊線の阿字ヶ浦駅以遠
1.4kmの区間について、延伸工事を認可した
（図表３-５）。 延伸によって、国営ひたち海
浜公園へのアクセス改善のほか、新駅近くに
進出している企業への通勤輸送等が期待され
ている。今回工事認可された区間については、
令和11（2029）年度の開業を目途に整備を進
め、最終的には事業認可区間である合計約
3.1kmの延伸を目指すとしている。
　首都圏の鉄道における通勤混雑について
は、令和２（2020）年度に新型感染症の感染拡
大による外出・移動の自粛等により緩和され、
令和３（2021）年度も同様の傾向が続いていたが、令和４（2022）年度は混雑率が増加し、令和５

（2023）年度も引き続き増加した（図表３-６）。

図表3-5 ひたちなか海浜鉄道の延伸区間

資料：ひたちなか海浜鉄道株式会社提供

図表3-4 有楽町線及び南北線の延伸区間

資料：東京地下鉄株式会社提供
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（安全対策の推進）
　踏切道における事故防止と交通の円滑化を図るため、踏切道の立体交差化等の対策が総合的
に進められているところであるが、大都市圏を中心とした「開かずの踏切」等は、踏切事故や
慢性的な交通渋滞等の原因となり、早急な対策が求められている。このため、道路管理者及び
鉄道事業者が連携し、踏切を除却する連続立体交差事業及び統廃合等並びに踏切の安全性向上
を図る歩道拡幅及び踏切保安設備の整備等が緊急かつ重点的に推進されている。
　また、視覚障害者の踏切道内での事故を受け、令和６（2024）年１月に ｢道路の移動等円滑化
に関するガイドライン｣ を改定し、踏切道内誘導表示の設置方法や構造等を規定した。この改
定も踏まえ、踏切道改良促進法（昭和36年法律第195号）に基づき、令和６（2024）年度には首
都圏で新たに49か所が改良すべき踏切道として指定された。
　鉄道駅の安全対策について、令和３（2021）年５月に策定された第２次交通政策基本計画では、
ホームドアの整備目標として、令和７（2025）年度までに全国の鉄軌道駅全体で3,000番線、う
ち平均的な利用者数が10万人以上/日の駅で800番線を整備することとされている。

（空港へのアクセス強化）
　首都圏空港への鉄道によるアクセスの改善については、交通政策審議会答申「東京圏におけ
る今後の都市鉄道のあり方について」（平成28（2016）年４月）において、具体的な空港アクセ
スの向上に資するプロジェクトの検討結果として、以下の事業が示されている。
①都心直結線の新設（押上～新東京～泉岳寺）
②�羽田空港アクセス線の新設（田町駅付近・大井町駅付近・東京テレポート～東京貨物ターミ

ナル付近～羽田空港）及び京葉線・りんかい線相互直通運転化（新木場）
③新空港線の新設（矢口渡～蒲田～京急蒲田～大鳥居）
④京急空港線羽田空港国内線ターミナル駅引上線の新設
　このうち、②の新線区間（東京貨物ターミナル～羽田空港）に関して、令和５（2023）年６月
に、JR東日本が工事に着手した。
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図表3-6 東京圏における主要31区間の平均混雑率等の推移

注１：国土交通省において昭和30年から継続的に混雑率の統計をとっている主要31区間
注２：輸送力、輸送人員は、昭和50年度を100とした指数
資料：国土交通省資料を基に国土交通省国土政策局作成
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（２）情報通信体系の整備
（情報通信基盤等の整備）
　国内では、5Gの利用可能エリアが広がるなど、インターネットの利用に係るデジタルイン
フラの整備が進められている。総務省の令和５年通信利用動向調査によれば、首都圏のインター
ネット利用者の割合は約89％となっている（全国では約86％）。利用目的は、SNS（無料通話
機能を含む）の利用、電子メールの送受信、情報検索で７割を超えている。
　さらに、デジタル社会においては、データを蓄積・処理するデータセンターの整備が重要と
なっている。データ量の増大に伴い、日本も含めて国際的にデータセンターへの投資が活況と
なっているが、データセンターの立地状況は、６割程度が東京圏に集中している。一方で、東
京圏が大震災等で被災した場合、全国規模で通信環境に多大な影響が生じる可能性があること
も踏まえ、災害に対する通信ネットワークの強靱化等の観点から、データセンターの分散立地
を政策として推進する必要がある。このため、総務省が令和４（2022）年３月に公表した「デジ
タル田園都市国家インフラ整備計画」（令和５（2023）年４月改訂）においては、地方データセ
ンター拠点を経済産業省と連携して５年程度で整備するとしている。

（テレワークの推進）
　令和６（2024）年も、引き続き東京圏を中心にテレワークが実施されており、東京都区部にお
けるサテライトオフィス等の供給も増加している（図表３-７）。また、その約６割が都心５区（千
代田区、中央区、港区、渋谷区、新宿区）に立地している。

（３）水供給体系の整備
（水資源開発の状況）
　首都圏の水がめといわれる利根川水系及び荒川水系については、産業の開発又は発展及び都
市人口の増加に伴い広域的な用水対策を緊急に実施する必要があることから、水資源開発促進
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図表3-7 東京都区部におけるサテライトオフィス等の累計拠点数の推移

注１：詳細はフレキシブルオフィス市場調査2023、フレキシブルオフィス市場調査2024、フレキシブルオフィス市場調査2025
　　　https://soken.xymax.co.jp/2023/02/07/2302-flexible_office_survey_2023/
　　　https://soken.xymax.co.jp/2024/03/12/2403-flexible_office_survey_2024/
　　　https://soken.xymax.co.jp/2025/02/21/2502-flexible_office_survey_2025/
注２：R４以前、R５、R６では調査手法が一部異なるため、過去調査との単純比較はできない。
資料：�株式会社ザイマックス総研「フレキシブルオフィス市場調査2023」「フレキシブルオフィス市場調査2024」「フレキシブルオフィス市場

調査2025」を基に国土交通省国土政策局作成
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法（昭和36年法律第217号）に基づき、昭和37（1962）年４月に利根川水系が、昭和49（1974）年
12月に荒川水系が水資源開発水系として指定された。両水系では、「利根川水系及び荒川水系
における水資源開発基本計画」に基づき、安定的な水利用に向けた施策が進められており、令
和３（2021）年５月には、水供給に影響が大きいリスク（危機的な渇水等）が供給目標に追加さ
れるなど、従来の需要主導型の「水資源開発の促進」からリスク管理型の「水の安定供給」に
向けた水資源開発基本計画へと、抜本的に見直された。
　また、ダム等の水資源開発施設の建設や既存施設の耐震対策、老朽化対策等により、用水の
安定供給が図られている。

（普及状況等）
　水道の普及率は、令和４（2022）年度において首都圏で98.8％となっており、全国に比べて高
い水準になっている2）。
　首都圏の工業用水の１日当たり用水使用量（回収水及び海水を除く）は、令和４（2022）年に
は408万㎥となった3）。

（４）下水道・廃棄物処理体系の整備
（下水道）
　首都圏の下水道処理人口普及率は、全国と比較して高い状況であり、令和５（2023）年度末時
点では87.4％であり、東京都においては100％に近い水準となっている（図表３-８）。

　下水道に加え、農業集落排水施設や合併処理浄化槽等も含めた汚水処理人口普及率を見ると、
首都圏の普及率は全国に比べ高く、特に東京都は非常に高い水準にあるが、周辺４県は全国よ
りも低い状況にある。処理施設別の普及率を見ると、東京都及び近隣３県は全国に比べ、特に
下水道の普及率が高い一方、周辺４県は、全国に比べ下水道の普及率は低いものの、農業集落
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図表3-8 下水道処理人口普及率の推移

注　：Ｈ25、Ｈ30については、東日本大震災の影響で、一部の地方公共団体は調査対象外となっている。
資料：農林水産省、国土交通省、環境省「汚水処理人口普及状況について」を基に国土交通省国土政策局作成

2）国土交通省「現在給水人口と水道普及率」を基に国土交通省国土政策局算出
3）総務省・経済産業省「経済構造実態調査（製造業事業所調査）」を基に国土交通省国土政策局算出

首
都
圏
整
備
の
状
況

43

第３節　面的な対流を創出する社会システムの質の向上



排水施設や合併処理浄化槽の普及率が高い状況となっている（図表３-９）。

（産業廃棄物の状況）
　首都圏では、産業廃棄物は都県域を越え、他の地方公共団体に移動させて中間処理・最終処
分している。令和４（2022）年度における首都圏の搬出量は約1,878万tとなっており、特に東京
都が多く（約922万t）、首都圏の約49.1％を占める（図表３-10）。

（５）インフラ老朽化対策
　我が国のインフラの多くは、高度経済成長期以降に集中的に整備されており、加速度的に進
行する老朽化への対応が急務となっている。また、令和６（2024）年１月に発生した能登半島地
震のような大規模地震や、激甚化・頻発化する自然災害に対応することが求められる中で、防
災・減災のため、また、インフラが持つ機能を将来にわたって適切に発揮させるためには、平
素から戦略的なメンテナンスを行っていくことが求められる。

図表3-9 汚水処理人口普及率（令和５（2023）年度末現在）

注　：汚水処理人口の合計が一致しないのは、四捨五入の関係による。
資料：農林水産省、国土交通省、環境省「汚水処理人口普及状況について」を基に国土交通省国土政策局作成
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124,483 116,144 101,279 2,938 11,772 154 

（100.0％） （93.3％） （81.4％） （2.4％） （9.5％） （0.1％）
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44,285 42,206 38,713 481 2,973 39 

（100.0％） （95.3％） （87.4％） （1.1％） （6.7％） （0.1％）
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図表3-10 首都圏の都県域を越えた産業廃棄物の搬出量（令和４（2022）年度）

資料：�環境省「令和５年度廃棄物の広域移動対策検討調査及び廃棄物等循環利用量実態調査報告書（広域移動状況編令和４年度実績）」を基
に国土交通省国土政策局作成
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　国や地方公共団体等における今後の取組の全体像として、平成25（2013）年11月に決定された
「インフラ長寿命化基本計画」に基づき、各インフラの管理者等によりインフラ長寿命化行動
計画（地方公共団体においては、「公共施設等総合管理計画」にて代替可能）が策定されている。
これまでに全14府省庁で行動計画が策定され、国土交通省が令和３（2021）年６月に策定した第
２次「国土交通省インフラ長寿命化計画（行動計画）」（図表３-11）では、「防災・減災、国土
強靱化のための５か年加速化対策」も活用した予防保全型インフラメンテナンスへの本格転換
や、新技術・官民連携手法の普及促進等によるインフラメンテナンスの生産性向上、集約・再
編等によるインフラストック適正化などの取組を推進していくこととしている。
　多くのインフラは地方公共団体が管理しており、老朽化対策は国のみならず、地方公共団体
等も含めた大きな課題である。多くの地方公共団体では、適切なメンテナンスを進める上で体
制面・予算面に課題を抱えている状況も踏まえ、国土交通省では、新技術活用などのメンテナ
ンスの効率化に向けた取組を進めるとともに、各地方公共団体が個々のインフラを管理するの
ではなく、広域・複数・多分野のインフラを「群

ぐん

」としてとらえ、効率的・効果的にマネジメ
ントを行う「地域インフラ群再生戦略マネジメント（群マネ）」（図表３-12）を推進し、持続可
能なインフラメンテナンスの実現を図っていくこととしている。
　首都高速道路については、老朽化に対して長期の安全・安心を確保するため、維持管理上の
問題等を精査しながら、大規模更新・大規模修繕が実施されている。

図表3-11 国土交通省インフラ長寿命化計画（行動計画）の概要

資料：国土交通省HP　https://www.mlit.go.jp/sogoseisaku/maintenance/03activity/03_01_03.html
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　令和７（2025）年１月に埼玉県八潮市で発生し
た道路陥没事故を踏まえ、国土交通省は、同年
２月、「下水道等に起因する大規模な道路陥没
事故を踏まえた対策検討委員会」を設置した。
　委員会は同様の事故の発生を未然に防ぎ、国
民の安全・安心が得られるよう、同年３月17日
に下水道管路の全国特別重点調査の実施につい
て提言をとりまとめた。国土交通省は、これを
踏まえて翌18日に地方公共団体に対して全国特
別重点調査の実施を要請した。引き続き委員会
において議論を進め、必要な対策を検討・実施
していくこととしている（図表3-13）。

２．地域生活圏の形成・二地域居住等の促進・関係人口の拡大
（地域生活圏の形成・二地域居住等の促進）
　我が国においては、近年、都市住民の地方への関心が高まっており、地方創生移住支援事業
を活用した地方への移住者数も年々増加し、令和５（2023）年度は約7,800名となっている（第
６節３．（２）参照）。さらに、国民の価値観、ライフスタイルが多様化していることに加え、
新型感染症を契機として、働き方、生き方、住まい方が大きく変わろうとしている。
　そういった社会情勢の変化のなか、令和５（2023）年７月に改定された第三次国土形成計画（全

図表3-12 地域インフラ群再生戦略マネジメント（群マネ）の概要

資料：国土交通省

図表3-13 下水道管路の全国特別重点調査

資料：国土交通省

全国特別重点調査では対象の下水道管路（延長約5,000km）を
調査し、緊急度を特別な基準で判定する。
異状が確認された管路については必要な対策を確実に実施。
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国計画）では、目指す国土の姿として「新時代に地域力をつなぐ国土」を掲げ、その実現に向
けた国土構造の基本構想として「シームレスな拠点連結型国土」の構築を図るとともに、同計
画の推進に向けた重要な施策として「地域生活圏の形成」と「二地域居住等の促進」が掲げら
れている。
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Column 1地域生活圏の形成・二地域居住等の促進
　本コラムでは、第三次国土形成計画の推進に向けた重要な施策として掲げられた「地域
生活圏の形成」と「二地域居住等の促進」について、その取組状況を紹介する。

（地域生活圏の形成）
　人口減少、少子高齢化が進むことにより、地域の暮らしを支える中心的な生活サービス
提供機能が低下・喪失するおそれがある。国土全体にわたって、地域で生き生きと安心し
て暮らし続けるためには、「共助」を通じて人と人とのつながりを生み出すなど地域の共
同体を形づくりつつ、日常の生活実感や経済活動のまとまりを有する圏域を地域社会の新
しい原単位と捉え、事業の発想を「供給者目線」から「需要者目線」に転換し、地域交通、
不動産・住まい、買い物、医療・福祉・介護、教育等の生活関連サービスを持続的に提供
していくことが必要である。
　こういった状況を受け、令和６（2024）年９月に、国土審議会推進部会に「地域生活圏専
門委員会」が設置され、「地域生活圏」の形成を促進するために講ずべき施策について検
討が進められている。

〈首都圏における地域生活圏の形成の事例〉
　中心市街地の空洞化が課題となっていた群馬県前橋市では、「新しい価値の創造都市・前
橋」の実現に向け、民主導による「共助」の取組が進められている。前橋市に拠点のある企
業家有志により結成された「太陽の会1）」が中心となって、「自分たちの街は自分たちでつく
る」の精神のもと、各種の地域活性化プロジェクトが行われている（図表 コラム1-1）。具
体的には、参加企業の寄付金等を原資に、民主導で馬場川通りの改修を行ったり、中心街で
の店舗や事業所の開業に助成金を支給する制度といった、特徴的な取組が進められている。

整備後の馬場川通り まちづくり団体主催のイベントが定期的に開催

図表 コラム1-1 馬場川通りの改修

資料：前橋市提供

1）令和６（2024）年８月に任意団体から一般社団法人に移行。
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（二地域居住等の促進）
　多様な価値・魅力を持ち、持続可能な地域の形成を目指すためには、地域づくりの担い
手となる人材の確保が必要である。人口減少社会においては、「定住人口」の増加だけで
なく、主な生活拠点とは別の特定の地域に生活拠点を設ける「二地域居住」などを通じ、
地域の「関係人口」の増加を図っていく必要がある。
　二地域居住等は、二つ以上の地域に生活拠点を設けるライフスタイルであり、地方での
豊かな自然・生活環境、自己実現、地域コミュニティへの参加や社会参画・協働、ふるさ
と回帰等への志向に応えるとともに、地域活性化が図られるという意義を有し、いわば人
生を２倍楽しむ豊かな暮らし方として提唱され、普及促進、実践されてきている。
　さらに、新型感染症の流行を経て、企業における勤務体制の見直し等によりテレワーク
が普及したことや、地方における豊かな生活（例：都市部の企業に勤務する者が地方部に
おいて定期的な滞在等を行う生活様式）への関心が以前よりも高まったこともあり、二地
域居住等というライフスタイルに興味関心のある層が多くなっている。
　こういった状況を踏まえ、二地域居住等の促進を通じて、地方への人の流れを創出・拡
大するため、その促進に向けた市町村計画制度（特定居住促進計画制度）、二地域居住者
と地域を繋ぐコーディネーターの役割を担う法人の指定制度（特定居住支援法人制度）の
創設等を内容とした広域的地域活性化のための基盤整備に関する法律の一部を改正する法
律（令和６年法律第31号）が令和６（2024）年５月に公布され、同年11月に施行された。
　同法に基づき、二地域居住等に必要な「住まい」「なりわい」「コミュニティ」の環境整
備や特定居住支援法人の育成・確保とともに、官民で連携して二地域居住等を推進してい
くための「全国二地域居住等促進官民連携プラットフォーム2）」の設立や官民一体となっ
たモデル的な取組への支援など、各種取組が進められている（図表 コラム1-2、1-3）。

図表 コラム1-2 全国二地域居住等促進官民連携プラットフォームの概要

資料：全国二地域居住等促進官民連携プラットフォーム

全国二地域居住等促進官民連携プラットフォーム

• 長野県
• 和歌山県田辺市
• 栃木県那須町

○地方公共団体 ７４４団体
・都道府県 ４５団体
・市区町村 ６９９団体

○関係団体、民間事業者等 ３１６団体
・移住等支援機関
・不動産関係団体
・全国版空き家・空き地バンク運営主体
・交通関係団体
・関連民間事業者
・関連メディア 等

＜ プラットフォームの会員 ＞ （令和７年４月１日時点）

・参加を希望する団体等が参加
・会費は当面の間、無料
・申込み受付中

専門部会
〔主な活動内容〕
• 二地域居住等の促進に関する施策、事例等の情報の交換と共
有、発信

• 二地域居住等の促進に共通する具体的課題等について対応方
策の協議・検討

• 二地域居住等の促進に係るノウハウ等の周知・普及、機運醸
成

• 二地域居住等の促進のための実践的な政策検討・提言等
• 官民のマッチング促進、出会いの場の提供 等

国土交通省、内閣官房・内閣府、金融庁、こども家庭庁、
総務省、文部科学省、農林水産省、経済産業省

協力

官民の接点

• 共同代表が必要と認めるときには、官民ＰＦに専門部会
を置くことができる。

• 専門部会を置く場合には、部会長は、会員の中から共同
代表が指名する。

【主な活動内容】
• 検討テーマ別に開催
• 会員からのニーズも踏まえ、
中長期的課題への対応につい
て検討 等

• ANAホールディングス
• シェアリングエコノミー協会

共同代表（５者）
任期１年

＜運営事務局＞ 栃木県那須町

【取組の例】
• 名刺交換会
• シンポジウム
• セミナー 等

2）詳細は全国二地域居住等促進官民連携プラットフォームHP　https://www.mlit.go.jp/2chiiki_pf/
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〈首都圏における二地域居住等の促進の事例〉
　別荘地・観光地で有名な栃木県那須町では、移住・定住に加え、テレワーク等を前提と
した「新しい生活様式」に対応した二地域居住等を促進するため、先進的な取組が進めら
れている。
　具体的には、Webアプリを活用し、二地域居住者の訪問頻度や滞在時間増加、地域住
民との交流促進を図るとともに、二地域居住体験プログラムの実施により、新たな二地域
居住者を創出する取組が実施されている（図表 コラム1-4）。
　「森林文化都市」を宣言する群馬県沼田市では、二地域居住等の取組と連携して人材育
成を行う「二拠点教育」の取組が進められている。
　具体的には、一般社団法人利根沼田テクノアカデミーが、二地域居住等の取組と連携し
て将来の建設業を担う人材を育てるべく、「二拠点教育」として、東京都の工科高等学校
と愛知県の工業高等専門学校の生徒を迎え、林業の現場見学、建設の現場実習、まちづく
りの意見交換などが行われた（図表 コラム1-5）。継続的に二拠点教育に取り組むことで、
都市側の教育現場が抱える「現場体験ができない」「ドローン飛行等先端技術の実習が難
しい」といった課題解決と、「二地域居住等の促進」、「関係人口の増加」による地域活性
化の同時達成を目指す。

図表 コラム1-4 二地域居住体験プログラムの
様子（那須町）

資料：那須町提供

図表 コラム1-5 現場見学の様子（沼田市）

資料：一般社団法人利根沼田テクノアカデミー提供

図表 コラム1-3 全国二地域居住等促進官民連携プラットフォームキックオフイベント

資料：国土交通省
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（地域づくりにおける取組）
　国土交通省では、第三次国土形成計画に掲げる「新時代に地域力をつなぐ国土」の実現に向
け、地域づくり活動の奨励と地域づくりノウハウの伝搬を推進し、地域の資源を総動員し、地
域の力を結集するとともに、各地方の地域力を国土全体でつなぎ合わせ、未来へとつなげる持
続可能な国土の実現を図ることを目的に、他関係団体とともに、創意・工夫ある「地域づくり」
活動の優良事例を「地域づくり表彰」として表彰している。
　「地域づくり表彰」において、令和６（2024）年は「一般社団法人 釜川から育む会」（栃木県
宇都宮市）が「地域づくり表彰審査会特別賞」を受賞した。当団体は、宇都宮市の中心市街地
を流れる釜川周辺において、官民連携まちなか再生推進事業を活用し構築されたエリアプラッ
トフォーム「カマクリ協議会」の一員として、「みんなでつくる釜川ミライ」の実現に向けて、
官地と民地の一体的な利活用による、人と生き物の居場所となる空間づくりの展開を目指して
活動しており、令和５（2023）年には栃木県内初となる都市再生推進法人に指定された。
　具体的な取組として、釜川周辺の空き地、空きビル等を活用し、人と生き物の共生推進事業、
低未利用地の利活用事業、学びと交流の場の形成事業等を展開している。令和６（2024）年度は
「釜川クロッシング！」と題し、釜川流域を舞台に、アートを通じて釜川の生物多様性やまち
の特性を学ぶプロジェクトを実施しており、釜川の自然環境の再生を体験するワークショップ
等を開催した（図表３-14）。

（集落機能の低下に対する取組）
　首都圏の農山村地域は、過疎化・高齢化の進行に伴う集落機能の低下により、農地、水路、
農道等の地域資源の保全管理が困難になってきている。そのような状況の中、｢多面的機能支
払交付金｣ を通じて、地域共同による地域資源の基礎的な保全管理活動や施設の長寿命化のた
めの活動等が行われている（図表３-15）。

図表3-14 釜川の自然環境の再生を体験するワークショップ

資料：一般社団法人釜川から育む会提供
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（条件不利地域の取組）
　半島地域は、我が国の食料の安定供給拠点であるなど、重要な役割を担う一方、三方を海に
囲まれ平地に恵まれないなどの制約から、産業基盤や生活環境の整備等が他の地域と比較して
低位にあり、また人口減少や高齢化が進行するなど厳しい状況に置かれている。
　首都圏の半島としては、半島振興法（昭和60年法律第63号）に基づく振興の対象となる千葉
県の南房総地域がある。令和７（2025）年３月には時限立法である同法の改正及び期限の延長が
なされ、令和６年能登半島地震を受けた内容の拡充として、例えば防災については、「半島防災」
の推進として、災害時における住民の孤立防止などが規定されたところである。
　離島は、我が国の領域や排他的経済水域の保全、自然・文化の継承などの重要な役割を担っ
ている。一方で、人口減少、高齢化が加速するなど、その状況は依然厳しく、医療・介護、教
育、交通など、様々な分野で課題を抱えている。
　首都圏の離島としては、離島振興法（昭和28年法律第72号）に基づく振興の対象となる東京
都の伊豆諸島（人口21,532人4））及び小笠原諸島振興開発特別措置法（昭和44年法律第79号）
に基づく振興開発の対象となる小笠原諸島（人口2,561人5））がある。令和４（2022）年11月に離
島振興法が延長・改正され、同法に基づき、離島の自立的発展を促進し、島民の生活安定・福
祉向上を図るとともに、地域間交流を促進し、人が住んでいない離島の増加及び人口の著しい
減少を防止するための取組を行っている。また、令和６（2024）年３月に小笠原諸島振興開発特
別措置法が延長・改正され、法の目的規定等に「移住の促進」が追加された。同年５月には新
たな小笠原諸島振興開発基本方針が策定され、住宅用地確保のための土地利用計画の見直し等
が記載されたほか、デジタル技術の活用や防災機能の強化等が盛り込まれた。
　小笠原諸島では若年層の移住が進んでおり、東京都小笠原村の出生率は高い水準で推移して
いる。これに伴い、子育て支援に対するニーズは多様化・増大化しているが、村内の保育園は
老朽化が進むほか、津波による浸水想定区域に立地しており、安全・安心な保育環境への改善

図表3-15 首都圏等における多面的機能支払交付金の実施状況（令和５（2023）年度）

注１：取組面積は、都道府県別面積の小数点以下を四捨五入している関係で、合計値と一致しない場合がある。
注２：令和６年３月末時点の数値
資料：農林水産省「令和５年度多面的機能支払交付金の実施状況」を基に国土交通省国土政策局作成

農地維持支払交付金 資源向上支払交付金
（地域資源の質的向上を図る共同活動）

資源向上支払交付金
（施設の長寿命化のための活動）

対象組織数 取組面積（ha） 対象組織数 取組面積（ha） 対象組織数 取組面積（ha）

茨城県 707 43,030 485 31,479 285 18,941 

栃木県 440 44,740 258 34,106 33 8,020 

群馬県 285 19,340 222 16,270 158 13,288 

埼玉県 396 19,474 237 11,688 92 5,020 

千葉県 546 34,348 404 26,098 244 16,619 

東京都 5 39 3 17 5 39 

神奈川県 30 1,180 10 318 3 91 

山梨県 201 7,518 181 7,175 115 4,394 

首都圏 2,610 169,669 1,800 127,151 935 66,412 

全国 26,138 2,330,950 20,736 2,084,377 11,267 797,436 

4）総務省「令和２年国勢調査」に基づく２町６村（９島）の人口の合計
5）総務省「令和２年国勢調査」に基づく小笠原村（父島・母島）の人口
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が急務となっている。このため、母島保育園について、高台への移転を行うとともに、建替え
に併せて総合的な子育てサービスを提供するための拠点施設として整備を行っている（図表３
-16）。

図表3-16 母島保育園の高台移転（東京都小笠原村）

資料：小笠原村提供

位置図（母島）

移転予定地(海抜25m)

沖港

完成イメージ図

津波浸水想定区域

母島保育園(海抜6～7m)
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